
NO

4

補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

社会福祉施設原油価格・物価高騰対策支援事業

事業開始 事業終期

R4.7 R4.9

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

社会福祉施設原油価格・物価高騰対策支援事業 健康介護課 介護高齢係 1,800,000 1,800,000

合計 1,800,000 1,800,000

事業の実績
 令和4年8月1日現在で、町内において下記に掲げる施設を１年以上継続的に運営している法人に下記のとおり支援金を交付
 (1) 認定こども園：480,000円（240,000円×2か所）
 (2) 上記以外の施設：1,320,000円（60,000円×22か所）

事業の効果 原油価格及び物価高騰の影響を受けながらも福祉サービスを提供している町内社会福祉施設に対し、経済的負担の軽減に貢献できた。

原油価格・物価高騰の影響を受けながらも安定的な運営を継続している社会福祉施設（認定

こども園、障害福祉サービス事業所、介護保険及び高齢者福祉サービス事業所）の経済的負

担の軽減を図るため、支援金を支給する。



NO

5

補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

社会福祉施設物価高騰対策支援事業

事業開始 事業終期

R4.11 R4.11

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

社会福祉施設物価高騰対策支援事業 健康介護課 介護高齢係 1,920,000 1,920,000

合計 1,920,000 1,920,000

事業の実績
 令和4年8月1日現在で、町内において下記に掲げる施設を１年以上継続的に運営している法人に下記のとおり支援金を交付
 (1) 認定こども園：480,000円（240,000円×2か所）
 (2) 上記以外の施設：1,440,000円（60,000円×24か所：地域活動支援センター及び障害者デイサービスセンターの2か所を追加）

事業の効果 原油価格及び物価高騰の影響を受けながらも福祉サービスを提供している町内社会福祉施設に対し、経済的負担の軽減に貢献できた。

コロナ禍において食料品価格等の物価高騰の影響を受けている社会福祉施設（認定こども

園、障害福祉サービス事業所、介護保険及び高齢者福祉サービス事業所）の経済的負担の軽

減を図るため、支援金を支給する。



NO

6

補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

高齢者福祉事業者物価高騰対策支援事業

事業開始 事業終期

R4.11 R4.11

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

高齢者福祉事業者物価高騰対策支援事業 健康介護課 介護高齢係 720,000 720,000

合計 720,000 720,000

事業の実績
下記法人のとおり支援金を交付
(1) 社会福祉法人板倉町社会福祉協議会：360,000円
(2) 一般社団法人板倉町シルバー人材センター：360,000円

事業の効果 原油価格及び物価高騰の影響を受けながらも福祉サービスを提供している町内高齢者福祉事業者に対し、経済的負担の軽減に貢献できた。

コロナ禍において燃料価格等の物価高騰の影響を受けている法人(板倉町社会福祉協議会、板

倉町シルバー人材センター)の経済的な負担の軽減を図るため、支援金を支給する。



NO

7

補助・単独 補助対象事業費 備考

単独 －

単位（円）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施事業　効果検証シート

交付対象事業の名称 事業の目的

医療機関物価高騰対策支援事業

事業開始 事業終期

R4.11 R4.12

実施事業名・担当課 総事業費 交付金対象経費

医療機関物価高騰対策支援事業 健康介護課 健康推進係 550,000 550,000

合計 550,000 550,000

事業の実績 町内の保険医療機関５か所及び町内歯科医療機関6か所に、5万円ずつ計55万円支給した。

事業の効果
新型コロナウイルス感染症に対応するため感染予防に係る消耗品や設備を整備し、医療供給の継続をしている医療機関に対し物価高騰による負担を
緩和し、安定的な医療サ－ビスを維持する体制づくりに寄与した。

新型コロナウイルス感染症に対応するため、感染対策機器や除菌用品などの消耗品を購入

し、細心の注意を払って町民への医療供給を継続している医療機関に対し、物価高騰による

経済的な負担の軽減を図るため、支援金を支給する。


